


















道路 とともにクローズアップされているのが、とりわけ 「拠点空港」の見直 しである。特殊法





(試案)を 発表 した。国際拠点空港の整備、特殊法人等改革 という2つの課題に対応するため、
官民の役割分担の再構築をめざす見直し案である。その基本方針は 「上下分離」 という考え方に
もとづ く、国際拠点空港の整備と管理運営の分離、管理運営主体の民営化である。空港の管理運



















能であろう。 」動力とともに、運輸を社会資本概念の核心 としているのは注目される。そ して、
ハーシュマンはSOCと直接生産活動(DPA)の相互関係から、経済発展のパターンとして社会資





ンや ロス トウなどの理論、わが国の社会資本充実政策を批判 して、社会的一般労働手段と社会的
共同消費手段 という新 しい概念が提示された。
重森曉によれば、社会資本は素材 としてのインフラス トラクチャーを資本概念でとらえたもの
として、インフラス トラクチャー論を①投資戦略型、②シビル ミニマム型、③情報ネッ トワーク
型、④成長管理型の4つ の系譜に集約 している。3)③の情報ネ ットワーク型に関連 して、イ ンフ
ラス トラクチャーの性格を次のように指摘する。情報通信産業の特徴はインフラス トラクチ ャー
とコモン ・キャリアの特殊な関係にある。コモン ・キャリアとは、運輸通信業や電気 ・ガス等の
公益事業において顧客の選択を行 うことなく一般公衆にたいして合理的料金でサービスを提供す
るものを指す。運輸通信業では、道路 ・空港 ・港湾等においてはインフラの汎用性が高 く、イン
フラとキャリアが分離 している。これに対して、鉄道においてはインフラとキャリアの関係はか
な り密接にな り、電気通信業や放送事業においてはさらに密接になる。それで鉄道や情報通信の





交通社会資本のなかで道路の歴史はじつに古 く、共同社会を維持 してい くうえで重要な役割を
担ってきた。シュライバーは 『道の文化史』で道路について次のように述べている。「道は人間の
もっともすばらしい創造の一つである。道は数千年を通 じて人間とともに発展 し、人間を助けて
その生活の領域を征服 し、拡大 し、他の民族の生活領域 と連絡する役割を果た した。あらゆる道
路の線は、土地 と人間とのあいだを目に見えるかたちで結び、人間の移動に役立つ土地形態をか




道路や港湾とくらべて、航空輸送の歴史は古 くな く、そのため空港 という社会資本が注 目され
るのも最近のことである。これまでの航空輸送の発展史は、表面的には技術の発展史であったと
いわれる。第1次 大戦をはさむ発生期は、飛行船時代とも呼ばれ、飛行船が本格的な商業航空輸
送を担 っていた。1950年代頃までは第1次 発展期と呼べる時期であ り、プロペラ機により航空輸

































て、空港は国のウェイ トがかな り高 く、資金負担では国費が80.4%、投資主体では国が75。8%を
占める。こうした傾向は近年に限らず、事業別行政投資のなかでも際立っている。都道府県別の













る。空港整備法によれば、空港は次の3つ に区分される。第1種 空港は 「国際航空路線に必要な
飛行場」であり、現在は国が設置管理する羽田 ・伊丹、公団による成田、そして株式会社に よる
関西と中部の5空 港をさす。第2種 空港は 「主要な国内航空路線に必要な飛行場」であ り、設置
者はすべて国だが、管理者が国であるA空港 と地方自治体であるB空港 とに分けられる。第3種
空港は 「地方的な航空運送を確保するため必要な飛行場」であ り、設置 も管理 も自治体である。
それぞれの空港に対する国の負担率や補助率は、種別 ごとに表2の ようだが、第1種 の成田や関






空港整備法の制定から10年を経て、安全性の確保 と将来の航空需要の増大に対処 してい くため
に、1967年に空港整備5箇 年計画(空 整)が 策定された。公共事業長期計画のなかで道路が54年、
港湾が61年にくらべて、空港の長期計画策定は遅かった。その後、7次 にわたって計画が策定さ





利用者負担の適正化を通 じて所要資金の確保を図る必要がある。 このような要請に対処 して空港
の整備と維持運営について経理を明確にすること」6)とされる。特別会計のしくみは図2の よう
であるが、歳入では空港使用料や一般会計からの繰入れ、資金運用部か らの借入金などである。

















最優先課題 として整備 される大都市圏拠点空港は、それぞれ設置 ・管理の主体を異にしている。
国が設置 ・管理する羽田に対 して、成 田は公団、関西と中部は株式会社である。成 田は1966年に
設立され、2000年度末で資本金2763億円の新東京国際空港公団(空港公団、NAA)により運営さ



















59年予測及び61年予 測では平成5年 度を、2年 予測 では6年 度 をそ れぞれ 開港後1年 目として いるが、実 際
の 開港 は6年9月 だった ことか ら、これ らの予測 と比 較す る実績値 につい ては、 開港 後1年 目を7年 度 、6
年 目を12年度 とした。




円と営業収益の35%もあ り、経常損益が157億円の赤字 となるなど、経営の圧迫要因 とな ってい
る。開港前の予測では、開港後5年 目に黒字転換 し、9年 目に累積損失が解消するとしていた。




59年経営予測で は平成5年 度 を、2年 経営予 測では
6年度 をそれぞ れ開港後1年 目として いるが 、実際
の開港は6年9月 だったこ とか ら、 これ らの予測 と
比較 する実績値 については、開港後1年 目を7年 度、
























決まった。現在の名古屋空港が第2種 空港であることもあ り、それまでは第1種 空港 という位置
づけもされてこなかった。98年3月に中部国際空港の設置および管理に関する法律が制定され、






愛知県は埋立免許出願の手続 きを開始 した。2000年3月に愛知県漁連、4月 に三重県漁連との交
渉が決着す ると、愛知県はただちに公有水面埋立認可を申請 した。前例のないスピー ドで手続き
がすすめられ、環境庁意見を経て埋立が認可され、8月1日 の着工 となった。
その後2001年末にかけて、空港島の埋立は順調にすすんだ。1日 当り10トンダンプカー1万台、













中部空港の事業スキームは図3の ようであ り、関西空港1期 事業のそれを継承 しているが、い
くつかの違いもみられる。総事業費は7680億円であ り、その うちの4割3072億円を無利子資金と
し、残 りの6割4608億円は空港会社の借入金となる。関西空港の総事業費は中部の2倍近 くあ り、
無利子資金は3割 であった。それで関空会社は1兆 円を超える有利子負債の重圧に喘いでお り、
それを踏まえて無利子資金の割合を高めた。 この無利子資金は関空1期 事業 と同様に、国 ・地元









2倍の関西空港1期 事業における大阪府の負担額 とほぼ同 じになる。同様に名古屋市も大阪市の
負担額 と同じレベルになる。空港へのアクセス整備 としては、空港連絡道路とつながる知多横断
道路もあり、1000億円にのぼる事業費の多 くが県の負担 となる。それと県企業庁が事業主体 とな
る空港島と対岸部 「前島」の地域開発 として2430億円が加わる。








買い取る方針を決定 し、購入を確約する文書が同省幹部に手渡 された。この 「証文」一枚で中部











































境に陥っている。99年度決算はなんとか 「黒字」を保ったが、2000年度は 「赤字」転落 も予想さ
れる。用地会計の借入残高は約787億円、年間利息は13億円余 りにも達する。在庫用地の総面積は
252㌶にのぼ り、新空港関連の用地造成により 「塩漬け用地」がさらに膨れあが り、企業会計の悪
化が懸念 されている。14)
空港近接部埋立造成事業に係る収支計画総括表




















などで一般歳出を4年 ぶ りに2.3%減額 した。デフ レ経済下の緊縮型予算とな った。それで も国
債依存度は37%に達し、国地方の長期債務残高は年度末に693兆円、GDPの1.4倍に膨 らむ。特別






で約400億円前倒 して盛 り込んであり、今回の178億円とあわせると要求通 りの予算となる。中部




備公団が原則5年 以内に廃止されることになったが、道路4公 団は 「2002年中に第三者機関で民
営化に向けた具体案を検討」にとどまった。 この道路と政府系金融機関、空港が結論を先送 りさ




利用料を滑走路法人(下 物法人)に 支払 う。 この法人は特殊法人か独立行政法人とする。滑走路
法人は各空港について会計勘定を分けるが、それ とは別に用地取得費などの債務を一括返済す る
ための 「特別債務処理勘定」を設置する。ターミナル会社か ら得た収入の うち毎年合計で1000億
円強を繰 り入れ、3空 港の債務をまとめて返済する。関西2期 が供用開始する2007年か ら30年間
にわた り、成田が毎年503億円、関西が398億円、中部が147億円を支払 う。3空港の土地に関す る
有利子負債額は、7年 時点で関西8200億円、成田1400億円、中部2700億円の見込みである。成 田
は165億円も余計に負担することにな り、この うち140億円が関西の債務償還に回 され てお り、
「関西救済」の色彩が濃 くなっている。重8)
拠点空港の整備方式 としての 「上下分離方式」は、最近になって提案されたものでない。95年
8月の7次空整の中間とりまとめにおいて、関西2期 について 「空港施設の整備主体 と用地造成
の整備主体を分離 した事業手法(主体分離方式)」の導入が提案された。中部についても、その方
式の導入など事業の推進方策を早急に検討するどされた。関西空港の1期事業は用地造成を中心
にした巨額の建設費により、空港会社が借金の重圧に苦 しんでお り、「上下分離方式」が注 目され
たのである。用地造成を地元 自治体が受けもち、巨額の投資負担を分散 し、第三セクターの空港









愛知県は95年夏の航空審議会の意見聴取で 「上下分離方式」を地元案 として示 した。早めに着
工できるように、既存組織を活用 して空港島の埋立を先行実施する戦略である。空港島の埋立を
県(企 業庁)が 行い、その上につ くる空港施設の建設 と運営を国 ・自治体 ・民間が出資する特殊
法人が担当する。こうした 「上下分離方式」に対して、自治省は法令上から疑義があるとした。




出所)中 部空港調査会 『中部新国際空港事業化に関する調査状況について』1994年、12ペー ジ。
関西空港2期事業は総額1兆5600億円にのぼ り、当初計画の1.4倍に膨張 した1期 事業 より
1000億円も多い。 このうち上物にあたる空港施設は4200億円、下物にあたる空港用地は1兆1400
億円である。1期事業では空港会社が両方を担当したが、あまりにも重い負担により経営が破た




















































『朝 日新聞』の2001年5月25日付の 「甘い予測の背景は」と題 した社説において、総務省の勧告を紹介
している。そのなかで 「費用対効果の分析でも、利用者の便益を大 きく見せるために操作が施される。







通しと会計のあり方』(案)、同 『りんくうタウンの活用方針 と事業計画の見直 し』(案)2001年8月を
参照。
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